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令和２年４月版からの主な追記事項 

 

○発注者の管理組合への補助金の還元 

 工事支援型において、施工業者が実施した事業の補助金は、発注者の管理組合に還元する。 

→2.4補助対象費用の＜留意事項＞に追記 

 

○事前選定事業 

 工事支援型において、令和２年度中に工事の着手等に至らないものであっても、令和２年度

までに管理組合で決議がされている場合は、令和３年度予算成立を前提とした事前選定事業と

する。 

→3.3.3補助の期間に追記 
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1 事業の趣旨 

我が国におけるマンションストックは約 655万戸にのぼり、国民の１割以上が居住する重

要な居住形態となっています。このうち、築 40年超のマンションは約 81万戸であり、10年

後には約 198万戸、20年後には約 367万戸と、今後急増することが見込まれており、建設後

相当の期間が経過したマンションでは、建物・設備の老朽化等が生じており、維持管理の適

正化や再生の円滑化に向けた取組みの促進が求められています。 

このため、今後急増する高経年マンションについて、適切な維持管理を促進するととも

に、改修や建替によるマンションの円滑な再生を図る取組を促進するため、老朽化マンショ

ンの再生検討から長寿命化に資する改修や建替え等を行う先導的な再生プロジェクトを公募

し、国が事業の実施に要する費用の一部を補助することにより、優良事例・ノウハウを収集

し、マンションの再生に向けた全国への普及展開を図ります。 

2 事業内容 

2.1 提案の対象となる事業 

 提案の対象となる事業は、老朽化マンションの再生検討から長寿命化の改修工事や建替え

などの具体的に課題解決を図る取組で、先導性が高く創意工夫を含むものとします。事業の

段階に応じて、以下の２つの事業タイプがあります。 

（１）計画支援型［事業前の立ち上げ準備段階への支援タイプ］ 

   先導性の高い長寿命化等の改修や建替えに向けた事業を実現するために必要な調査・

検討等の準備段階の取組を対象とします。 

   建設後相当の期間が経過したマンションについて、長寿命化改修等により、そのまま

住み続けるか、または建替えやその他の方法での再生を図るのかについて、区分所有者

の間で十分に比較検討し、専門家の意見も参考にしながら、再生手法を選択し、合意形

成を図っていくことが重要です。 

   そのため、具体的に先導性の高い手法で再生を行おうとする準備・検討段階のマンシ

ョンについて、情報収集や基礎的な検討、再生手法の比較などを行う取組みを対象とし

ます。 

   先導性の考え方については、（２）工事支援型で想定している先導的な事業テーマの

例を参考としてください。 

なお、原則として、当該事業の完了後は、「（２）工事支援型」として、提案を想定

しています。（ただし、（１）計画支援型で採択された事業について、（２）工事支援

型での採択を約束するものではありません。） 
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（２）工事支援型［長寿命化等の改修工事や建替工事の実施段階への支援タイプ］ 

① 長寿命化改修工事 

 

老朽化マンションの長寿命化に向けて、先導性が高く創意工夫を含む改修や修繕

の取組を対象とします。 

 

例えば、長寿命化に資する先導的な新しい工法や材料を導入したり、マンション

に新たな機能などを取り込むなど、従来あまり取り組まれていない先導的な改修工

事を想定しており、当該マンションの建設当初の水準よりも、マンションの性能や

機能をグレードアップしたり現状の地域や居住ニーズにあわせた機能に向上するも

のを対象とします。 

 このため、劣化した部材の補修や設備の修理や取り替えなど、性能や機能を建設

当初の水準に回復するような修繕等のみを行う工事は対象となりません。 

 

具体的には、下記のような事業テーマに応じた先導的な取組を行う提案事業を想

定しています。なお、単独のテーマだけでなく、複数のテーマにまたがる提案や、

マンションの長寿命化に資する独自で創意工夫のある先導的なテーマに応じた提案

も広く受け付けた上で、総合的に評価します。 

 

＜テーマの例＞ 

○ 長寿命化に資する、新しい工法・材料の導入や技術的に難しい改修工事 

【例】  

 ・大規模修繕の周期延長につながる耐久性の高い新材料を用いる改修工事 

 ・住戸スラブ下の専有部分に配置されている住戸配管を、スラブ上の専有部分に移設する改

修工事 等 

○ 多様な居住ニーズに対応する住戸改善の改修工事 

【例】 

 ・単身高齢者等の小規模世帯に対応した１戸→２戸への変更工事 

 ・住戸数を減らして子育て世帯向けに居住面積を広くする改修工事 等 

○ 防災性を向上するための改修工事 

【例】   

 ・浸水想定区域内において、マンションの地下に設置された電気設備を浸水のおそれのない

上階に移設したり、浸水防止のための対策や非常用電源を確保する工事等により、総合的

にマンションの防災性を向上するための改修工事 等 

○ 地域づくりの観点から新たな機能を導入する改修工事 

【例】 

 ・空き住戸を転用して、子育て支援施設や高齢者支援施設等の地域機能を導入する工事 

 ・地方公共団体と協定締結した災害時の一時避難施設として、備蓄倉庫等を新たに設置する

工事 等 

○ その他 （事業者が提案する長寿命化に資する先導的な改修工事） 
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② 建替工事 

長寿命化改修工事を行うことが、経済的に不合理なケースや、区分所有者の合意形

成の状況等によっては建替で再生を図ることが合理的であるケースとして有識者委員

会で認められた場合には、一定の要件を満たす建替工事については、支援対象となり

ます。 

具体的には、下記のような事業テーマに応じた先導的な取組を行う提案事業を想定

しています。なお、単独のテーマだけでなく、複数のテーマにまたがる提案や、独自

で創意工夫のある先導的なテーマに応じた提案も広く受け付けた上で、総合的に評価

します。 

 

＜テーマの例＞ 

○ 団地型マンションにおいて、敷地分割等の手法を活用する建替工事 

【例】  

 ・敷地分割・敷地売却の手法を活用しながら、団地全体の再生を図る建替 等 

○ 建築規制などの制約が多いマンションにおける建替工事  

【例】   

 ・建築規制などの制約が多いマンションにおいて、隣接のマンションとの共同建替え等の工

夫による建替 等 

○ 商店等が一体となった複合用途型マンションの建替工事  

【例】 

 ・権利関係や建物形態が複雑な複合用途型マンションにおいて、関係者間の調整を図りなが

ら実現する建替 等 

○ その他 （事業者が提案する先導的な建替工事） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜マンション再生に向けたステップ＞ 

 

    準備段階（情報収集、基礎的な検討） 

     ↓ 

    検討段階（再生手法（改修、建替え、敷地売却など）の比較検討） 

     ↓（再生手法の方針の決定） 

    計画段階（基本計画、資金計画の検討、権利調整等） 

     ↓（決議） 

    実施計画段階（実施設計、権利変換計画作成等） 

     ↓ 

    工事段階（改修工事、解体、土地整備、建設工事） 

 

 

      

（１）計画支援型 

（２）工事支援型 

提案が考えられる

事業タイプ 
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2.2 提案の対象となる事業の要件  

2.2.1共通要件 

2.1（１）計画支援型と 2.1（２）工事支援型 の提案の対象となる共通要件として、次

の①～③の全ての要件を満たすことが必要です。 

 

①  学識経験者で構成する評価委員会による評価を踏まえた上で、採択されるもので

あること。なお、（２）工事支援型において、建替を行う場合は、マンションの長

寿命化に向けた改修工事を行うことが不合理なものとして、評価委員会で認められ

たものであること。 

 

② マンションの長寿命化に資する先導的な取り組みとして、情報公開や、国への情

報提供への協力を行うものであること。 

事業の取組効果を高めるため、国が作成する事例集等に対して、情報提供に協

力すること。また、本事業で評価された先導的な取組み内容について、積極的に情

報公開を行うこと。 

※ 上記の取組みは、本事業で評価した先導的な工事内容や検討プロセスが、他の

マンションの再生で活用できるようにする目的から行うものであり、マンショ

ンを特定する情報を公開することまでは求めません。国が作成する事例集等に

おいても、プライバシー等に配慮する観点から、要望に応じて、マンションが

特定されない形で、取り組みを紹介します。 

 

③ 令和２年度中に事業に着手するものであること。 

令和２年度中に事業に着手（（２）工事支援型において、改修・建替については工

事の着手、調査設計計画等については委託契約の締結等）するものを補助対象とし

ます。 

なお、選定された提案事業について、交付事務局◆が交付決定をする前に補助事業
者が事業に着手した場合は、原則として補助対象になりません。 
◆：交付事務局とは、国土交通大臣が特定する補助金交付等を実施する者。 

 

2.2.2 各事業の要件 

提案の対象となる事業 要件 

（１）計画支援型 

①    区分所有者が 10 名以上のマンションであり、減価

償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省

令第 15号）別表第１（21ページ別表１参照）に掲げる

耐用年数の２分の１を経過していること。 
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②     原則として、当該事業完了後、工事支援型の提案を

行うことを想定しているものであること。 

（2-1）工事支援型 

       （改修工事） 

① 区分所有者が 10 名以上のマンションであり、減価償

却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第

15号）別表第１（21ページ別表１参照）に掲げる耐用年

数の２分の１を経過していること。 

※   区分所有者が 10名以上の住宅部分の他に、非住宅部

分を含む建築物の場合（住宅と非住宅の複合建築物）

も対象になります。 

   

② 当該マンションが立地する地域の地方公共団体にお

いて、マンション管理に関する計画や条例等が策定さ

れていること又は策定する見込みがあること。 

※ 該当する地方公共団体は、以下の国土交通省ホーム

ページに掲載していますので、申請するマンションが、

掲載されている地方公共団体内に立地していることを確

認ください。 
＜国土交通省ホームページ＞ 

マンション管理に関する計画や条例等を策定している（策定見込み

を含む）地方公共団体について 

http://www.mlit.go.jp/common/001341129.pdf 

 

③ 当該マンションにおいて、計画期間を25年以上に設

定した長期修繕計画を作成し、当該長期修繕計画に修

繕積立金（計画修繕工事の要する費用に充当するため

の積立）を設定していること。さらに、積み立てられ

ている修繕積立金の額が長期修繕計画に設定されてい

る修繕積立金の額と概ね一致（※）しているもしくは長

期修繕計画より余裕があること。 

 

※概ね一致とは、積み立てられている修繕積立金と、長

期修繕計画に設定されている修繕積立金の額の差が

「概ね５％以下」を目安とします。応募の際に、前年

決算時の修繕積立金の積立額がわかる資料（直近の総

会での会計報告書類等の写し）と長期修繕計画の写し

を提出していただきます。 

 

④ メンテナンス性の向上などライフサイクルコストの

低減につながる改修であり、新たな技術の導入や工期

短縮に資する工法の工夫があること。 

 

※ 先導的な改修工事を対象とし、大規模修繕工事とあわ

せて実施する先導的な改修工事も対象になりますが、一

般的な大規模修繕工事の部分は補助対象外です。 

※ 先導的な改修工事は、共用部分を含む工事になりま

す。 

http://www.mlit.go.jp/common/001341129.pdf
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※  非住宅部分のみの改修工事は、補助対象外です。 

※  マンション管理組合又は買取再販業者が発注するもの

が対象です。（買取再販物件においても工事請負契約が

必要となります。工事請負契約に基づかない工事（例え

ば、施工業者が自社物件等について自らリフォーム工事

を行う場合など）は補助対象になりません。） 

※  旧耐震マンションの場合は、下記（１）または（２）

の場合とします。 

（１）耐震改修工事をあわせて実施すること。（なお、提

案する先導的な改修工事として耐震改修工事が含ま

れる場合は、補助対象となります。） 

（２）耐震診断を実施し、Is≧0.3 であり、耐震改修につ

いて、管理組合で議論されていること。（耐震改修工

事の同時実施までは求めません。） 

 

（2-2）工事支援型 

       （建替工事） 

① 区分所有者が 10 名以上のマンションであり、減価

償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省

令第 15 号）別表第１（21 ページ別表１参照）に掲げる

耐用年数の２分の１を経過していること。 

 

② 当該マンションが立地する地域の地方公共団体にお

いて、マンション管理に関する計画や条例等が策定され

ていること又は策定する見込みがあること。 

※ 該当する地方公共団体は、国土交通省ホームページ

に掲載していますので、申請するマンションが、掲載

されている地方公共団体内に立地していることを確認

してください。 
＜国土交通省ホームページ＞ 

マンション管理に関する計画や条例等を策定している（策定見込み

を含む）地方公共団体について 

http://www.mlit.go.jp/common/001341129.pdf 

 

③ 適切に計画修繕が行われていないことによって、建

替えの時期が早まったものでないこと。 

※ 応募の際に、これまで実施された修繕について、時

期や内容がわかる書類を提出していただきます。 

 

④ 建替後のマンションにおいて、計画期間を 30 年以

上に設定した長期修繕計画を作成し、長期修繕計画に適

切な修繕積立金の額が設定されるものであること。 

 

⑤ 地域貢献機能を導入する建替であること。 

※ 地域貢献機能とは以下の施設等を想定しています。 

 子育て支援施設や高齢者支援施設等の地域住民が利

用できる生活関連施設、地域の防災力向上に資する防

災関連施設や機能、その他地域の実情やニーズに対応

した機能など。 

http://www.mlit.go.jp/common/001341129.pdf
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2.3 対象事業者 

2.3.1 提案者 

提案者は、2.1、2.2の要件を満たす事業を実施する者が対象です。 

 

（１） 計画支援型 

① マンション再生コンサルタント、設計事務所、管理会社 

管理組合に対して、マンションの再生に向けた提案やアドバイスを行う立場

にある者。なお、当該マンションの管理組合が、本提案を行うことについて、

知っており、特段の反対等がないこと。（総会、理事会、修繕委員会等の議事

録やメモ、検討依頼書等を提出していただきます。） 

 

採択後に交付申請等の手続きを行い、補助金の交付を受けようとする者（補

助事業者）は、管理会社、設計事務所、マンション再生コンサルタントであり、

原則、提案者と同一者とします。ただし、応募段階で、補助事業者が確定して

いない場合に限り、管理組合からの提案を受け付けます。ただし、管理組合は、

補助事業者になることはできませんので、採択後に補助事業者を確定させる必

要があります。 

 

（２） 工事支援型 

① 施工業者 

管理組合から工事を請け負い、マンションの長寿命化等に資する工事を行う施

工業者 

②  買取再販業者 

マンションの長寿命化等に資する工事を施工業者に発注し、工事を実施した上

で、個人等に売却する不動産業者等 

 

採択後に交付申請等の手続きを行い、補助金の交付を受けようとする者（補

助事業者）は、施工業者または買取再販業者であり、原則、提案者と同一者と

します。ただし、応募段階で、補助事業者が確定していない場合に限り、以下

の者からの提案を受け付けます。 

・マンション再生コンサルタント、設計事務所、管理会社（管理組合に対し

て、マンションの長寿命化等に資する工事の提案を行う立場にある者） 

・管理組合 
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ただし、上記の者は、補助事業者になることはできませんので、採択後に補

助事業者を確定させる必要があります。 

 

※ なお、暴力団又は暴力団員であるもの、及び暴力団又は暴力団員と不適切な関係に

ある者（団体を含む）は、補助事業者となることはできません。また、過去３カ年

度内（平成 29 年度以降）に住宅局所管事業補助金において、補助金の返還を求めら

れたことのあるものは、原則として応募することはできません。 

 

2.3.2 提案種別（（２）工事支援型の場合） 

 

（２）工事支援型における提案種別は、下記の①または②のいずれかとします。 

 

① 単独提案 

・一の施工業者、買取再販業者、マンション再生コンサルタント等が単独で行う提案 

・一の施工業者又は買取再販業者、マンション再生コンサルタント等からなるグルー

プで行う提案。 

 

② グループ提案 

・2者以上の施工業者又は買取再販業者からなるグループで行う提案。 

 ※ マンション再生コンサルタント等がグループ提案者の一員に含まれていても

構いませんが、代表提案者は、必ず施工業者又は買取再販業者とします。 

 

＜補足＞ 

・提案後のグループの構成者の追加はできません。 

・グループ構成者は、単独で他の提案をすることや、他のグループに所属して他の

提案をすることも可能です。 

 

2.4 補助対象費用   

提案事業の補助対象事業費は、下記に掲げる費用とします。 

（１） 計画支援型 

マンションの長寿命化等に向けた事業を実現するための必要な調査・検討経費等に

要する費用。選定１案件につき 500万円を上限とします。 

なお、補助対象事業費に計上できるのは、別表２の直接経費とします。（別表３の

補助対象とならない経費は、計上できません。） 

 

（２） 工事支援型（改修工事） 

下記に掲げる費用の合計の３分の１以内の額とします。 
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① 調査設計計画に要する費用 

② 長寿命化に資する工事のうち先進性を有するものに要する費用 

先導性・創意工夫を評価された部分に係る費用であり、本事業による補助の必要
性が低いと評価される費用については補助対象としません。 

 

    ※ 以下の経費も補助対象となります。 

・インスペクション（既存住宅状況調査技術者が実施するインスペクション）戸当
たりの補助対象費用限度額  

１５万円／戸 

・長期修繕計画の作成（今回実施する事業にあわせて見直しを行う長期修繕計画の
作成）戸当たりの補助対象費用限度額 ３万円／戸 

・リフォーム瑕疵保険（リフォーム瑕疵保険の保険料（検査料を含む））戸当た

りの補助対象費用限度額 

３万円／戸 

 

（３）工事支援型（建替工事） 

下記に掲げる費用の合計の３分の１以内の額とします。 

 

① 調査設計計画に要する費用 

② 土地整備に要する費用 

③ 共同施設整備に要する費用 

ただし、建替前のマンションの共同施設の面積相当分を上限とします。 

 

＜留意事項＞ 

・補助額は、評価委員会等での審査に基づき、予算の範囲内で、応募書類に記載され

た金額及び事業計画等を総合的に考慮して決定します。そのため、提案事業が選定さ

れた場合であっても、補助要望額の全額が補助されるとは限りません。 

・消費税及び地方消費税は、補助対象外です。 

・工事に伴い、関連法令（建築基準法、消防法、区分所有法等）、関連条例に基づき、

提案者が自ら関連機関等に確認の上、提案者自身が責任をもって遵守してください。

またこれら関連法令等に基づき必要となる申請手続き、関連法令等に求められる設置

設備の設置等については、本提案事業への申請とは別に、事業者の責任において実施

してください。本提案事業としての選定通知は、関連法令に基づく許認可等ではあり

ませんので、ご注意ください。また、上記の確認作業・手続き等を必ず行うことを、

採択後、提案者と交付事務局の間で誓約書を交わすこととしています。 

・工事支援型において、補助金は交付申請者（施工業者もしくは買取再販業者）に入

金されますが、買取再販業者の場合を除き、施工業者は、補助金相当額を工事の発注

者である管理組合に全額還元する必要があります。補助金交付申請時に、工事請負契

約書の写し及び発注者と施工業者間で締結する共同事業実施規約を提出してくださ

い。買取再販業者に入金される場合は、補助金を受けている旨を、売買契約を締結す

る前に、当該補助対象住宅の購入者に説明することが必要です。 
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3 事業の手続き 

3.1 手続きの概要 
補助事業に着手する前に、「提案事業の評価」と「補助金の交付申請等」の二段階の手続

きを経る必要があります。各々の手続きの概要は、以下のとおりです。 

（１）提案事業の評価 

国土交通省が「マンションストック長寿命化等モデル事業」の提案を募集します。応募

のあった提案事業について、3.2のとおり、評価室事務局が設置する学識経験者からなる評

価委員会の評価を受けて、国土交通省が選定します。 

（２）補助金の交付申請等 

選定通知書を受け取った後、所定の時期に交付申請し、交付事務局から交付決定を受

け、事業を実施してください。また、補助事業の完了後、速やかに完了実績報告を行って

ください。 

「（１）提案事業の評価」と「（２）補助金の交付申請等」の手続きの窓口は異なりま

すのでご注意ください。なお、事業の段階毎の評価室事務局と交付事務局との手続き内容

については、19ページの「事業の流れ」を参照ください。 

また、補助事業への着手は、交付決定後に可能となります。交付決定前に事業に着手し

たものについては、補助対象となりませんので注意してください。補助金に関する手続き

については、3.3を参照ください。 

 

3.2 提案事業の評価 

3.2.1 評価委員会について 

応募のあった提案事業は、本事業として選定するにふさわしい先導性等を有しているか

どうかに関して評価委員会により個別に評価します。 

  （１）評価の実施体制 

提案事業の評価は、評価委員会において行います。評価の公平性、中立性の確保の観

点から、委員の評価業務について次の①～③の制限を行います。 

①委員は、提案者（共同提案者を含む。）となることができません。 

②委員は、当該委員と関係を有する企業・団体等の提案事業について、評価に関わる

ことができません。 

③委員は、当該委員又は当該委員と関係を有する企業・団体等が業務としてコンサル

ティング、アドバイス等を行った提案事業について、評価に関わることができませ

ん。 

評価委員会（会議自体及び会議に用いた資料・議事録）は非公開とし、審査に関する

問い合わせには一切応じませんので、あらかじめご了承ください。 
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3.2.2 事業の選定結果 

提案事業について、評価委員会において書類による評価・審査結果を受けて、国土交

通省が補助事業として選定します。 

選定された事業について、事業の名称、提案者の名称、事業の概要等を国土交通省及

び評価室事務局のホームページに掲載します。なお、評価委員会の評価内容は、選定・

非選定に関係なく、提案者に連絡します。 

提案事業の選定にあたっては、個別に事業内容や補助額等について調整させていただ

くことがあります。その際、評価結果に基づき、評価室事務局から事業内容について一

部変更を求めることがあります。また、必要に応じて資金計画や事業内容に関する資料

を提出していただくことがあります。 

3.3 補助金の交付申請等 

選定結果を通知するときに、交付申請先や必要な書類等交付申請等の手続きについてお

知らせします。選定された事業の提案者に対し、マンションストック長寿命化等モデル事

業費補助金交付申請要領（以下「交付申請要領」という。）を配布いたしますので、その

内容に従い交付申請等の手続きを行ってください。 

補助金の交付事務については、交付事務局が行います。補助金の交付申請等に当たって

は、交付申請要領に記載されている内容を遵守するとともに、交付事務局の指示に従って

ください。 

3.3.1交付申請 

交付申請は、所定の期間に行ってください。なお、特に次の①～⑤に注意してください。 

①交付申請をしないと、選定された事業であっても補助金が交付されません。 

②交付決定前に事業に着手したものについては補助金交付の対象外となります。 

③事業着手は、工事支援型については工事の着手、調査設計計画等については委託契約

の締結等をもって判断します。 

④過去３ヵ年度内に国土交通省住宅局所管補助金において、交付決定の取り消しに相当

する理由で補助金の返還を求められたことがある者等（団体を含む）は、本補助金へ

の申請が原則として制限されます。 

⑤交付申請者の特定と、事業完了後の運営責任の確実な履行のため、交付申請者は、交

付申請における実印押印と、印鑑証明書（原本）の提出を求めます。 

 

3.3.2交付決定 

交付申請された内容について、次の①～④の事項等について審査した上で交付決定され

ます。 

①補助事業の内容が、交付要綱及び交付申請要領の要件を満たしていること。 

②交付申請の内容が選定された内容に適合していること。 

③補助対象費用が、国からの他の補助金（負担金、利子補給金並びに補助金適正化法第

２条第４項第１号に掲げる給付金及び同項第２号の掲げる資金を含む。）の対象費用

を含まないこと。 
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④他の補助事業（独立行政法人や地方公共団体が行うものを含む。）に申請している場

合は、提案申請書にて、申請している他の補助事業名及び補助対象を必ず記入するこ

と。 

 なお、完了実績報告は、原則として、（１）交付決定を受けた補助対象工事が竣工して

いること、（２）補助対象となった住宅等が運営を開始していること、（３）補助対象工

事費の支払いが完了していることの全ての要件が満たされた時点（複数の年度にわたって

事業を実施する場合で最終年以外の場合であっては、交付決定を受けた補助対象事業が完

了している時点）で提出できます。 

3.3.3補助の期間 

補助金の交付を受けることができる事業は、令和２年度中に事業に着手するものを対

象とします。選定された事業であっても、令和２年度中に着手に至らないものについて

は、補助の対象にはなりません。なお、工事支援型において、令和２年度中に、工事の

着手、調査設計計画等の委託契約の締結等に至らないものであっても、令和２年度まで

に管理組合で改修工事の決議や建替え決議がされている場合は、令和３年度予算成立を

前提とした、事前選定事業として対象になります。 

令和３年度以降の補助実施については、当該年度の予算決定をもとに判断されます。

選定または事前選定をもって次年度以降の補助金交付を約束するものではないことにご

留意ください。 

なお、事業選定後に補助事業者の都合で補助事業の期間を変更した場合には、選定通

知書で示された補助金の全額が支払われない場合があります。補助事業の期間が変更と

なる場合には、必ず 3.3.4を参照の上、必要な手続きを行ってください。 

複数年度にまたがる事業が選定された場合には、予め各年度の計画を記載した全体設

計承認申請書を、選定時にお知らせする交付事務局に提出して承認を受けてください。

そのうえで、原則として補助対象部分の出来高に応じた支払いが完了するものについて、

各年度に補助金を交付します。 

3.3.4補助の計画変更 

補助事業者は、やむを得ない事由により、次の（１）又は（２）に掲げる行為をしよ

うとする場合には、あらかじめ交付事務局の承認を得る必要があります。 

（１）補助事業の内容又は補助事業に要する経費の配分の変更 

（２）補助事業の中止又は廃止 

また、やむを得ない事情により、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助

事業の遂行が困難となった場合には、速やかに交付事務局に報告し、その指示に従って

ください。 

必要な手続きを行わず、予定していた検証が取り止めになる場合等、計画内容に変更

があり交付決定した内容と異なるものとなったと判断されたものについては、補助対象

となりませんので注意してください。また、既に補助金が交付されている場合には、当

該補助金の返還を求めることがありますので注意してください。 
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3.3.5完了実績報告及び補助金の額の確定 

補助事業者は、補助事業が完了したときは、「補助事業完了実績報告書」を交付事務局

に提出してください。完了実績報告時に、請求書、領収書のほか、「送金伝票の写し（支

払済みであることを金融機関等の第三者による公的に証明できる書類）」を提出してくだ

さい。また現金による支払いは、原則、補助対象外となります。 

交付事務局は、「補助事業完了実績報告書」を受理した後、交付申請の内容に沿って補

助事業が実施されたこと及び開設に際して許認可等が必要な施設の許認可等がなされてい

ることを確認し、書類の審査を行うとともに、必要に応じ現地調査等を行い、その報告に

係る補助事業の成果が、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認め

たときは、交付すべき補助金の額を確定し、支払いの手続きを行います。 

令和２年度に実施した補助事業に係る補助金の支払いは、原則として令和３年 3 月末と

なる予定です。また、補助事業者が指定する銀行口座に振り込みます。 

3.3.6補助事業実施中及び完了後の留意点 

 （１）取得財産の管理等 

補助事業者は、当該補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について、補助

事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理し（善管注意義務）、補助金

の交付の目的に従って、その効率的運用を行ってください。 

補助事業者は、取得価格及び効用の増加した価格が 50 万円以上のものについて、大

臣の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供することはできません。ただし、大臣の承認を得て当該財産を処分したこ

とにより収入があった場合には、交付した補助金の額を限度として、その収入の全部又

は一部を交付事務局に納付させることがあります。 

  

（２）交付決定の取消、補助金の返還及び罰則等 

万一、関係規程等に反する行為がされた場合には、次の措置が講じられることに留意

してください。 

① マンションストック長寿命化等モデル事業補助金交付要綱規程第 14 の規定による交

付決定の取り消し、補助金の交付の停止、補助金の返還命令 

② 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第 29条から第 32条までの規定によ

る罰則 

 （３）その他 

本募集要領、及び交付申請要領によるほか、補助金の交付等に関しては、次の各号に

定めるところにより行う必要があります。 

一 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30年法律第 179号） 

二 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30年政令第 255号） 

三 国土交通省所管補助金等交付規則（平成 12年内閣府・建設省令第 9号） 

四 補助事業等における残存物件の取扱いについて（昭和 34年 3月 12日付け建設省会

発第 74号建設事務次官通達） 
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五 公営住宅建設事業等における残存物件の取扱いについて（昭和 34年 4月 15日付け

建設省住発第 120号住宅局長通達） 

六 建設省所管補助事業における食糧費の支出について（平成７年 11月 20日付け建設

省会発第 641号建設事務次官通知） 

七 マンションストック長寿命化等モデル事業補助金交付要綱（令和２年４月１日付

け国住マ第 59号） 

八 その他関連通知等に定めるもの 

４ 情報の取扱い等 

4.1 情報の公開・活用 
普及促進を目的に、広く選定事業の成果について紹介するため、シンポジウム、パンフ

レット、ホームページ等において、選定事業の内容・報告された内容に関する情報の公開

及び活用を行うことがあります。 

この場合、提案申請書等に記載された内容のうち、事業者の財産上の利益、競争上の地

位等を不当に害するおそれのある部分について、当該事業者が申し出た場合は原則公開し

ません。 

4.2 個人情報の利用目的 
取得した個人情報については、交付申請等に係る事務処理に用いる他、セミナー・シン

ポジウム・アンケート等の調査について用いることがあります。 

また、同一の提案に対し国から他の補助金を受けていないかを調査するために用いるこ

とがあります。 

4.3 アンケート・ヒアリングへの協力 
 補助事業者に対しては、補助事業の期間終了後、マンションの長寿命化に関する調査・

評価等のためのアンケートやヒアリング等を依頼するほか、国土交通省等が開催するシン

ポジウム等において講演等を依頼することがありますので、可能な限りご協力をお願いし

ます。 
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５ 応募方法 

5.1 提出期間 
令和２年４月３０日（木）～９月３０日（水） ※消印有効 

   第１回応募締切 令和２年６月３０日（火） 

   第２回応募締切 令和２年９月３０日（水） 

    ※ 提出期間を変更する場合や、予算の状況等においてあらためて応募を行う場合に

は、ホームページにおいてお知らせします。 

 

5.2 提出先 
〒113－0033 

 東京都文京区本郷１－２８－３４ 本郷 MKビル 

 マンションストック長寿命化等モデル事業評価室事務局 宛 

 

5.3 提出方法 
郵送で提出してください（持参による提出は受け付けません）。提案者に対して受け取っ

た旨の連絡はしませんので、提案者自身で確認することができる方法（配達記録郵便等）で

提出してください。郵送時は、必ず宛先に「マンションストック長寿命化等モデル事業 担

当」及び「応募書類在中」と記載してください。（提案者の都合による提案申請書の差し替

え等は固くお断りします。）なお、提出書類は、返却しません。提出書類の内容について、

事務局より問い合わせを行うことがありますので、提出書類の控えは必ず各自保管してくだ

さい。 

 

5.4 提出書類 
提案者は、提出期間までに提出書類一覧表の提案申請書について、必要部数を揃えて提出

してください。 

提出書類一覧表（計画支援型） 

区分 書式 必要部数 

提案申請書 

【様式 1－1】提案申請書 

【様式 1－2】事業要件の確認 

【様式 1－3】対象マンションの概要 

【様式 2】提案内容 

【様式 3】事業の実施内容 

【様式 4】事業実施工程 

【様式 5】事業費 

【様式 6】補助要望額内訳 

【様式 7】事業実施体制 

【添付資料】総会、理事会、修繕委員会

等の議事録やメモ、検討依頼書等 

２部 
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上記書式の電子ファイル（ＰＤＦデー

タ） 

※評価委員会ではＰＤＦデータを印刷し

たもので評価します。 

１式 

 

提出書類一覧表（工事支援型） 

区分 書式 必要部数 

提案申請書 

【様式 1－1】提案申請書 

【様式 1－2】事業要件の確認 

【様式 1－3】対象マンションの概要 

【様式 2】提案内容 

【様式 3】事業の実施内容 

【様式 4】事業実施工程 

【様式 5】事業費 

【様式 6】事業費内訳 

【様式 7】事業実施体制 

【添付資料】提案内容に係る参考資料 

《改修工事の場合》 

・前年決算時の修繕積立金の積立額がわ

かる資料（直近の総会での会計報告書

類等の写し） 

・長期修繕計画書の写し 

《建替工事の場合》 

・これまで実施された修繕について、時

期や内容がわかる書類（大規模修繕の

記録等） 

２部 

上記書式の電子ファイル（ＰＤＦデー

タ） 

※評価委員会ではＰＤＦデータを印刷し

たもので評価します。 

１式 

 

※注意事項 

１）各応募書類は、片面印刷としてください。 

２）各応募書類はA4サイズにまとめ、1部ずつ左上角をクリップ留めしてください。 

３）電子ファイルは、ＰＤＦ形式としてください。使用するフォントについては、一般

的に用いないものは使用しないでください。なお、電子ファイルは自動解凍ファイ

ル等、圧縮ファイルとせず、電子ファイルの容量自体を極力小さくするような工夫

をお願いします。 

４）提出書類の電子ファイルについては、ＣＤ-Ｒ等による提出を御願いします。なお、

ＣＤ-Ｒ等はお返ししませんので、その旨予めご了承ください。 

５）提出書類について、募集要領に従っていない場合や、不備がある場合、記述内容に

虚偽があった場合は、当該応募を原則無効とします。 
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６）提案申請書の内容に関する確認・補足説明等を求めることがあります。指定した期

限までに対応がない場合は評価の対象外となります。 

７）選定された場合、当該事務連絡先に選定通知書を郵送させていただきますので、確

実に送付できるよう、宛先・宛名となる住所・氏名等については正確にご記入くだ

さい。  

5.5 問い合わせ先 
質問・相談については、原則として、ファックス又は電子メールで行ってください。フ

ァックス又は電子メールでの相談が難しい場合、下記の受付時間内で、電話での質問・相

談を受け付けます。 

＜マンションストック長寿命化等モデル事業評価室事務局＞ 

・メールアドレス： info@mansion-hyouka.jp 

・FＡＸ：０３－６８０１－５９０３ （ＴＥＬ：０３－６８０１－５９０２） 

受付時間（土日・祝日を除く）AM 10：00～12：00 PM 13：00～16：00 

（ただし受付時間でも不在にする場合がありますので、ご了承ください） 

 

 

募集要領・提案申請書等については、下記のホームページからダウンロードしてください。 

 

・ホームページ：https://www.kenken.go.jp/mansion_s/index.html   
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事業の流れ    

  

評価事務局

提案者 評価事務局 国土交通省

補助事業者者 補助事務事業者

事業者

公募開始提案書作成

応募 応募受付

評価委員会の開催

（提案者によるプレゼンテーションの実施）

審査
（事業内容の基本要件の適

合等の審査）

事業の評価・結果報告

事業の選定・通知

結果報告の受領

選定通知書の受領

補助金交付申請書

の提出

補助金交付申請書

の受付・審査

補助金交付決定・通知

事業着手

完了検査

額の確定・支払補助金の受領

選定結果の通知の際に交付申請等の手続きについてお知らせ

※必ず交付決定日以降に事業着手すること

完了実績報告書

の提出

取組状況のフォローアップの実施

達成状況報告書

の作成

達成状況報告書

の提出

達成状況報告書

の受理

現地調査・ヒアリングの実施

評価委員会への報告

事業報告会の実施

情報提供及び

普及啓発

評価委員会の開催 

アンケート・ヒアリングの実施 

評価委員会への報告 

事業報告会の実施 

  補助事業者 交付事務局 
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別表１ 

減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）別表第１【抜粋】 

 

建物 

細目 耐用年数

事務所用、下記以外用 50年
住宅用、宿泊所用 47年
店舗用、病院用 39年
送受信所用、車庫用、格納庫用、と畜場用 38年
事務所用、下記以外用 41年
住宅用、宿泊所用、店舗用 38年
病院用 36年
送受信所用、車庫用、格納庫用、と畜場用 34年
事務所用、下記以外用 38年
住宅用、宿泊所用、店舗用 34年
送受信所用、車庫用、格納庫用、と畜場用 31年
病院用 29年
事務所用、下記以外用 30年
住宅用、宿泊所用、店舗用 27年
送受信所用、車庫用、格納庫用、と畜場用 25年
病院用 24年
事務所用、下記以外用 22年
住宅用、宿泊所用、店舗用 19年
送受信所用、車庫用、格納庫用、と畜場用 19年
病院用 17年
事務所用、下記以外用 24年
住宅用、宿泊所用、店舗用 22年
送受信所用、車庫用、格納庫用、と畜場用 17年
病院用 17年
事務所用、下記以外用 22年
住宅用、宿泊所用、店舗用 20年
送受信所用、車庫用、格納庫用、と畜場用 15年
病院用 15年

10年
7年

木造、合成樹脂造

木骨モルタル造

簡易建物
主要柱が10cm以下で杉皮、ルーフィング、トタン葺きのもの
掘立造のもの及び仮設のもの

構造、用途

鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンク
リート造

れんが造、石造、ブロック造

金属造

骨格材の肉厚
(4mmを超える)

骨格材の肉厚
(3mmを超え4mm以下)

骨格材の肉厚
(3mm以下)
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別表２：直接経費 

科   目 説     明 

賃 金 等 

提案者の構成員が法人の場合、提案事業を遂行するための技術補助者を雇用するための
経費、提案事業を遂行するための単純労働に対して支払う経費（「時間給」又は「日
給」）及び専門的知識の提供等、効果の検証に協力を得た者に支払う経費 

旅 費 

提案事業に参加する者が当該事業を実施するために直接必要な普通旅費※（交通費及び
宿泊費） 
※ 普通旅費には、グリーン車料金、ビジネスクラス料金等を含みません。 

備品購入費等 

提案事業に供する器具機械類その他の備品及び標本等で、その性質及び形状を変ずるこ
となく長期の使用に耐えるものの代価（昭和 34年３月 12日付け建設省会発第７４号建
設事務次官通達「補助事業等における残存物件の取扱いについて」参照）、事業用等の
消耗器材、その他の消耗品及び備品に付随する部品等の代価 
＊備品等は原則リース等で調達し「その他」の支出費目に計上してください。なお、価
格が 50 万円以上の備品等についてリース等での調達をすることが困難な場合は、その
理由書及び機種選定理由書を添付してください。 

委 託 料 等 

本事業の目的たる事業の一部分を他の者に委託するために必要な費用。事業そのもの又
は事業の根幹をなす事業の委託は認めない。なお、事業実施主体内部で、専門知識の提
供、効果の検証等のために、社内発注等を行う場合は、利潤を除外した実費弁済の経費
（直接人件費相当）に限る。 
＊原則として各年度の補助事業に係る費用（補助対象外の費用も含めたプロジェクト全
体の費用）の 50％を超えない範囲とします。50％を超える場合は、その理由を記した書
類を添付してください。 
補助事業の全部を外部に発注（丸投げ）することはできません。 

そ の 他 

設備の賃借（リース）、提案事業を遂行するために労働者派遣事業を営む者から期間を
限って人材を派遣してもらうための経費、文献購入費、光熱水料（専用のメーターがあ
る場合等、実際に要する経費の額を特定することができる場合に限る。）、通信運搬費
（実際に提案事業に要するものに限る。）、印刷製本費、借料・損料、会議費、送金手数
料、収入印紙代等の雑費 

別表３：補助対象とならない経費 

科   目 説     明 

事業提案された住宅又は施設以外
の建物等施設の建設、不動産取得
に関する経費 

ただし、本補助金で購入した設備・備品を導入することにより必要
となる軽微な据付費等については、申請することができる。 

提案者の構成員又は提案者の構成
員に所属する者で、補助事業を実
施する補助事業者等の人件費 

ただし、社内発注等を行う場合の、提案事業を行うために必要な専
門知識の提供、効果検証等を行う者の人件費（利潤を除外した実費
弁済の経費（直接人件費相当）の範囲内）で、評価委員会において
特に必要と認められた経費については、その認められた範囲内にお
いて交付申請することができる。 

国内外を問わず、単なる学会出席
のための交通費・宿泊費・参加費 

ただし、補助事業に関する成果発表会を行う場合は交付申請するこ
とができる。 

補助事業の実施中に発生した事
故・災害の処理のための経費 

－ 

その他、補助事業の実施に関連性
のない経費 

－ 

 

 


